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１. 自動車運転業務の「上限規制」と「改善基準告示」

２. 運送業の３６協定の留意点

①限度時間を超えて労働させる場合の手続き

②年960時間 「休日労働を含まない」

③１カ月の延長することができる時間数 （特別条項）

④協定書の記載事項 （改善基準告示）
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本日の内容



１. 自動車運転業務の「上限規制」と「改善基準告示」
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自動車運転業務の上限規制

・特別条項付き協定を締結する場合の時間外労働の
上限は年９６０時間（休日労働を含まない）。

・時間外・休日労働について、「月１００時間未満/

２～６カ月平均８０時間以内」の規制が適用されない。

・時間外労働の限度時間（月４５時間）は適用される。

・「時間外労働が限度時間（月４５時間）を超えること
ができるのは年６カ月まで」の規制が適用されない。
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kaizen_text.pdf (jta.or.jp)
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https://jta.or.jp/pdf/kaizen/kaizen_text.pdf
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× ２８４時間×１２カ月＝３，４０８時間

○ ２８４時間×１１カ月 ２７６時間×１カ月＝３，４００時間 労使協定の締結が必要
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①限度時間を超えて労働させる場合の手続き

２.  ２０２４年４月からの運送業の３６協定の留意点

限度時間
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特別条項

限度時間を超えて労働
させる労働者に対する
健康福祉確保措置
①～⑩（指針）

限度時間を超えて労働さ
せる場合における手続き

１２回 ９６０時間



平成30年９月７日基発0907第1号

【限度時間を超えて労働させる場合における手続】

時間外・休日労働協定の締結当事者間の手続として、時間外・休日
労働協定を締結する使用者及び労働組合又は労働者の過半数を代
表する者（以下「労使当事者」という。）が合意した協議、通告その他の
手続（以下「所定の手続」という。）を定めなければならないものである
こと。

また、「手続」は、１箇月ごとに限度時間を超えて労働させることがで
きる具体的事由が生じたときに必ず行わなければならず、所定の手続
を経ることなく、限度時間を超えて労働時間を延長した場合は、法違
反となるものであること。

なお、所定の手続がとられ、限度時間を超えて労働時間を延長する
際には、その旨を届け出る必要はないが、労使当事者間においてとら
れた所定の手続の時期、内容、相手方等を書面等で明らかにしておく
必要があること。
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労働基準法109条

「使用者は、労働者名簿、賃金台帳及び雇入れ、解雇、災害補償、賃金そ
の他労働関係に関する重要な書類を５年間（当分の間、3年間）保存しなけ
ればならない。」

限度時間を超えて労働させる場合における手続において、労使当事者間
においてとられた所定の手続の時期、内容、相手方等の書面

⇒「その他労働関係に関する重要な書類」に該当するため、3年間の保存。
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「その他労働関係に関する重要な書類」
例えば、出勤簿、タイムカード等の記録、労使協定の協定書、各種許認可書、始業・
終業時刻など労働時間の記録に関する書類（使用者自ら始業・終業時間を記録した
もの、残業命令書及びその報告書並びに労働者が自ら労働時間を記録した報告書）、
退職関係書類、休職・出向関係書類、事業内貯蓄金関係書類等がこれに該当する。
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愛知労働局HP 名古屋南労働基準監督署からのお知らせより
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②年960時間 「休日労働を含まない」



就業規則で、日曜日
を法定休日と定め、
３割５分増の割増賃金
を支払う場合
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①法定休日労働
②法定時間外労働
③いずれでもない



法定休日は、一週間が終わった時点で、休日が確保できているか
で判断します。

このケースでは、週の起算日は就業規則等において別段の定めが
ないため、日曜から土曜までの暦週を言います。そのため、週の初め
である日曜日の休日に８時間働いた時点では、日曜日の労働は、法
定休日労働及び法定時間外労働とはなりません。

日曜日から木曜日までの労働で、週４０時間労働したこととなり、金
曜日の８時間については、週４０時間を超える法定時間外労働となり
ます。

なお、当該週の土曜日は、休日を取得しているため、法定休日は確
保できています。
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【法定休日の行政解釈】

◎「労基法第３５条が使用者に義務付けているのは少なくとも週一回の
休日であるから、週一回の休日を与えれば本条違反とはならない。」

◎「３６協定を締結、届出しなければならない休日労働とは、週一回の休
日（法定休日）に労働させる場合であり、週一回の休日のほかに使用者
が休日と定めた日に労働させる場合は含まない。

したがって、週休２日制を取る場合には、週２日の休日のうちいずれか
の日に労働させたとしても、他の一日の休日が確保されている限り本条
違反とはならない。」

すなわち、３６協定の締結・届出が必要な休日労働は、労基法３５条の
週一回の休日（法定休日）に労働させる場合となります。
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【割増賃金の行政解釈】
◎「割増賃金を支払うべき休日労働とは、労基法第３５条の休日にお
ける労働で、週一回の法定休日に労働させたときの割増率を規定し
たものであることを原則とし、労働条件を明示する観点より、就業規
則により、３割５分以上の割増賃金率の対象となる休日が明確となっ
ていることが望ましいこと。」

◎「労働条件を明示する観点及び割増賃金の計算を簡便にする観点
から、法定休日と所定休日の別を明確にしておくことが望ましいこ
と。」

すなわち、これらの通達は、割増賃金の計算を簡便にするための通
達であり、使用者が、労基法第３５条の法定休日を就業規則等で任
意に特定できるということではありません。
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平成22年４月１日の改正労働基準法に係る質疑応答
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このケースでは、日曜日は、法定休日労働に該当しませんが、就業
規則で「日曜日に労働した場合には、３割５分増の割増賃金を支払
う」と規定しているため、日曜日の労働に関しては、１３５％の割増賃
金を支払う必要があります。

さらに、土曜日に労働した場合には、土曜日が３６協定の締結・届出
が必要な法定休日労働となりますが、１３５％の割増賃金を支払うの
は日曜日の労働と規定しているため、土曜日の労働については、１２
５％の割増賃金で差し支えありません。
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就業規則で、日曜日を法定休日と定め、
３割５分増の割増賃金を支払う場合

１３５％ １２５％



間違った事例 （社労士による説明会）

20時間分時間外労働を減らせた

12月×20時間＝240時間
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①就業規則で、週の起算日を月曜日、日曜日を３割５分増の割増賃金
を支払うと定めた場合

１３５％

②水曜日に休んだ場合、土曜日は法定休日労働となるか？

休み

休日は、労働日以外の日

（１）祝日、（２）振替休日、（３）代休、（４）年次有給休暇、（５）欠勤、
（６）使用者の責に帰すべき事由による休業
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３６協定 労使協定書

③１カ月の延長することができる時間数 （特別条項）



旧 2024年3月まで
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（旧）改善基準告示

第4条4項が、削除された

労使当事者は、時間外労働
協定において貨物自動車運
転事業に従事する自動車運
転者に係る一定期間につい
ての延長時間について協定
するに当たっては、

当該一定期間は、「2週間」
及び「１箇月以上３箇月以内」
の一定の期間とするものとす
る。

（2024年3月まで）



時間外・休日労働協定においては特別条項を設ける場合、以下の
①から⑥までの事項を定めることとされている。

（労働基準法第３６条第５項及び施行規則第１７条第１項）

①臨時的に限度時間を超えて労働させる場合における

（ⅰ）１カ月についての時間外労働と休日労働の合計時間

（ⅱ）１年についての時間外労働時間

②限度時間を超えることができる月数

③限度時間を超えて労働させることができる場合

④限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康福祉確保措置

⑤限度時間を超えた労働に係る割増賃金の率

⑥限度時間を超えて労働させる場合における手続き
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自動車運転業務 （３６協定）

１日 上限なし （１５時間）

１カ月 （限度時間） ４５時間（４２時間）時間外労働

（特別条項） 時間外労働＋休日労働

（単月１００時間未満、複数月８０時間以内は適用されない）

１年 時間外労働 ９６０時間（休日労働を含まない）
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旧 2024年3月まで
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電子申請はこの様式
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④協定書の記載事項 （改善基準告示）

（２０２４年４月以降 是正勧告書 例）

改善基準告示第４条第１項
自動車運転手について、１カ月の拘束時間が２８４時間を超えていること
自動車運転手について、１日の最大拘束時間が１５時間を超えていること

労働基準法第３２条
自動車運転手につて、３６協定の限度時間を超えて時間外労働を行わせ、かつ、
１カ月の拘束時間が２８４時間を超えていること（改善基準告示第４条１項）
１日の最大拘束時間が１５時間を超えていること（改善基準告示第４条１項）

罰則あり

罰則なし
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改善基準は、厚生労
働省告示であり、罰則
規定はない。

新聞記事において、改
善基準の拘束時間超過
（告示違反）で、なぜ書
類送検となるのか？

検察庁への書類送検
のためには、法律違反
で、罰則規定が必要と
なる。
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厚生労働省作成の
協定書（記載例）には、
４カ所
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